
債権者説明会（大阪）　概要
全体的な感想としては、クレディアが「物理的に無理」とした利息制限法への全件引き直しを徹底しており、プライバシーに配慮しながらも可能な限りの過払債権者への告知をする方針とのことであり、手続の適正化が配慮されているように感じた。

私の感想としては、保全管理人団がよく頑張っているという印象を持った

信用情報についても、以下のメモのとおり不利益扱いは避けられそう（細かい論点についての再検証は必要か？）

経営責任の追及は、大きな論点になりそう

メモ

　利息制限法への引き直しについては、完済案件も含めて（時効成立案件は除く）すべて行っている

　計算方法は、５％の利息付加・遅延損害金付加せず・すべて一連計算

　引き直し後、過払い判明の案件は、その後の返済を止めてもブラック登録しない

　引き直し後、残ありのケースは、引き直し後の残債務のみを請求。回収方針（分割に応じるのか、利息は？）等は、開始決定後、管財人より明らかにする。
　過払いである旨の告知は、現に取引が継続している者・・・計算終了後、ＡＴＭ・支店窓口で告知

　　　　　　　　　　　　　完済している者・・・・・・・・コールセンターに問い合わせを促す

　　＊個別通知をしないのか？　注）会社更生法上は、知れたる債権者に開始決定を通知する旨の規定あり

　　　検討中だがしない（開始決定だけでなく、過払いである旨の通知も）様子。特に完済者は通知しない

　　　既に、「通知をするな」との申し出がコールセンターに相当数寄せられているため
　　　なお、包括的禁止命令が出された旨の通知が依頼者宛てに届いているが（ＭＬ赤松発言）、司法書士代理案件は「東京地裁の方針で本人に通知した」とのこと。今後、依頼者本人から、書面で通知先を指定した場合には、そのとおり対応するとのこと（司法書士でも可能）
　債権届出書の送付

　　　代理人選任案件は自動的に送付される（送付先については上記のとおり）

　　　非選任案件は、コールセンターへ申し出れば、郵送する。
　　　告知方法は、マスコミ報道・新聞広告・ＨＰ掲載等、最大限の努力をするとのこと

　　　個別通知を行わないのは、上記のとおり

　　　期限後届出については、現時点で方針は出せないとしながらも、ロプロの例に言及しており、柔軟に対応する姿勢がみられた

　返済率について、「クレディアでは過払債権者の届出が極端に少ないため、参考にならない」と言及

保全管財人より

①過払債権者への告知、②スポンサーの選定、③適正手続の確保、の３点が重要と言及

①過払債権者への告知
　　現在、顕在化している（現に請求を受けている過払金）・・・１７１３億円，１１万３０００件

　　全国で２万件を超える訴訟が係属している

なお、係属している訴訟は取り下げてもこれに同意しない。届出に対する認否の結果、すべて認める（かつ他の債権者から異議が出ない）場合、当然終了。一部を認めない場合、確定訴訟へ移行
②スポンサーの選定　

　　開始決定時までにめどを立てたい
　　適宜、情報公開する

③適正手続の確保
　　全件引き直しが適正化の根幹であることを強調
　　創業家の経営責任について、調査委員及び管財人（開始決定後）で進める旨の言及
　　経営責任については、複数の質問が寄せられていた

この書面は、債権者説明会に参加した者のメモです。会場で聞き取ったものを書面にしましたので、内容に不正確な部分を含んでいる可能性があります。したがって、記載内容には一切の責任を負いかねます。








